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　現在、スマートメータの普及が着
実に進められており、一番早い東京
電力では2020年度、最も遅い沖縄
電力でも2024年までに全世帯に取
り付けられる予定となっている［1］。
スマートメータは、計量値を通信に
より集計するため、検針員の巡回が
不要になるなどの経費削減メリット
に加え、各世帯の30分積算の消費
電力量を計測するので、この計測値
を用いた様々なサービス展開が考え
られている。
　すでに、一部の電力会社では、イ
ンターネット回線を通じてスマート
メータのデータの「見える化」サービ
スが始まっている。図1は2015年7

月より始まった、東京電力の「でん
き家計簿」サービスで実際に見られ
る、筆者の自宅の電力需要パターン
（夏季平日で1日の需要が最大だった
日）で、早ければ前日のデータを見る
ことができる。時間帯別の使用量は、
電気の使い方を考える上での第一歩
となると思われるが、このようなサー
ビスが全世帯に及ぶと思われる。
　本連載第2回で、電気の新たな価
値を活用するための研究として、当
所のヒートポンプ研究、農業電化、
職住環境、電気自動車などについて
紹介した。今回は、お客さまに働き
かけることにより、需要を供給の都
合にマッチさせていただく取り組
み、いわゆる「デマンドレスポンス」
に関して、当所で実施した研究を紹

介させていただくことを通じて、「賢
く」電気をお使いいただく方法につ
いて考えてみたい。

賢い電気の使い方―
デマンドレスポンス
　電力需要は、夏季に、冷房需要に
伴う急峻なピークを伴う。震災直前
の2010年度における、沖縄を除く
9社計のデータで見ると、1年間で
系統全体の需要が特に多いのは
8760時間のうちわずか180時間程
度で、この間だけで大規模発電所
15基分、1500万kWも需要が多かっ
た。このため、このピークの間だけ、
お客さまに節電を要請すれば、その
分の発電設備を持たなくて済み、長
期的に電気代を安くすることができ
ると考えられる。
　このような発想のもと、古くはデ
マンドサイドマネジメント（需要側管
理、DSM）、最近ではデマンドレス
ポンス（需要反応、DR）という考えに
基づく、電力ピーク需要抑制の試み
が続けられている。そして、その一
部は、これまでも「需給調整契約」と
いう形で、実際に工場などの大口の
お客さまに利用していただいている。
　しかし、需給調整契約は限られた
お客さましか利用できない。冒頭で
述べたスマートメータの普及やイン

賢く電気をお使いいただく研究の紹介
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図1　スマートメータによる時間別グラフの例
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ターネットなどの情報通信技術の発
達を考慮すると、一般のお客さまも
参加できるようなDRプログラムを
設定することが可能になると思われ
る。このため、節電意識が高まった
東日本大震災後を中心に、一般のお
客さまを対象としたDRの実証試験
が各地で行われている［2］［3］［4］［5］。
　最近では、2015年度にネガワット
取引を対象とした国の「次世代エネ
ルギー技術実証事業」が行われてい
る［6］。本事業では、需要削減を発電
と等価な資源（＝ネガワット）として
相対契約や市場を通して取引する
ことを想定しており、一般電気事業
者3社と、一般電気事業者と需要家
の間をつなぐ事業者（＝アグリゲー
タ）として、複数の企業が参画して
いる。
　また、2014年6月の電気事業法
の改正により、2015年4月に創設
された電力広域的運営推進機関は、
将来の供給力が不足すると見込まれ
る場合、新たな供給者を募集するこ
とになっているが、その際、発電所
の新設に代わり、DRによるネガワッ
トで応募する事業者が現れる可能性
がある。

電力中央研究所における
DR研究

（1）海外先行DR 事例の分析とわ
が国で導入する際の課題について
の検討
　当所では、DRがDSMと呼ばれて
いた1980年代から、本分野に関す
る研究を行ってきた。近年では、米
国など先行する国における事例の調
査［7］、アンケートによるDRプログラ
ムの市場ポテンシャルの評価［8］、業
務用需要家の自動化DRシステムに
ついての分析［9］、家庭用スマートメー
タの社会的便益の評価［10］などであ

る。これらの研究を通じて、わが国
でピーク需要を削減するようなDRを
実施する場合に、どのようなお客さ
まや用途で削減ポテンシャルが多そ
うか、また、どのような課題が予想
されるかなどを明らかにしてきた。
　例えば、夏のピーク需要が発生す
る時間帯に、オフィスの冷房設定温
度を上げたり、一時的に冷房を切っ
たりすると、室内温度が上がること
で作業効率が低下するといったこと
が問題となる可能性がある。このよ
うな問題に関して実証試験を行うこ
とにより、その程度を定量的に分析
した（図 2）［11］。また、小規模工場な
どのお客さまが、決められた生産ス
ケジュールを守りつつピーク需要を
下げるための、利用機器の運転パ
ターンを変える方法を提示するため
のツールを、実際のお客さまのご意
見を伺いながら開発した［12］。

（2）新しいDR 方式その1（再生可
能エネルギー導入対応）
　その後、東日本大震災後の供給力
不足が解消するにつれ、DRを新た
な需給対策や新サービスに活用する
ための研究を重点的に進めている。
　その一つは、2012年7月に始まっ
た再生可能エネルギーの固定価格買

取制度に伴う、太陽光発電（PV）の急
速な普及への対応である。PVが大
量に普及した場合の問題点は様々あ
るが、その中でも、家庭の屋根に据
え付けられたPVからの大量の逆潮
流電力による、配電電圧の上昇問題
について、これを防ぐため、お客さ
まにPVの系統連系を一時的に解除
（解列）してもらうことをDRメニュー
として設定した場合の、ブレークイー
ブンコスト（DR対策に投資可能な最
大費用）を評価した（図3）［13］。
　一方、電圧上昇のための具体的な
対策として、無効電力を補償する方
法があるが、これに関しては、どの
ようなタイプの装置をどの場所に設
置することが経済的になるかについ
て、モデル配電系統を用いて分析し
ている［14］。

（3）新しいDR 方式その2（アンシラ
リーサービスを目的としたFast DR ）
　もう一つは、電気事業に関する規
制の変化、いわゆる電力システム改
革を受けた、将来の電力供給体制の
変化を見越した分野に関する研究で
ある。2020年度までに、電力会社
の発電、送電、配電、小売の各部門
が法的分離され、送電に関しては、
各地域の独占的な送電会社と、2015

図2　空調機制御エリアの平均室温と作業効率感の関係
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年4月に創設された電力広域的運営
推進機関が担うことになっている。
その際、これまでの発送電一貫体制
では電力会社が独自に行っていた、
電力品質（周波数や電圧）を維持す
るために日々行っている系統運用
サービスである「アンシラリーサービ
ス」の一部が、市場で取引されるよう
になる可能性がある。
　このアンシラリーサービスに、DR
を活用するための研究も行ってい
る。それらは、先行する米国の動向
調査［15］、わが国におけるポテンシャ
ル推計［16］に加え、業務用のエアコ
ンの出力を集中制御により短周期で
調整することにより、周波数の変動
を抑えることのシミュレーション分析
（図4）［17］などである。業務用空調機

を制御に加える
ことにより、火
力のみで制御す
る場合と比べ、
マイナス側の周
波数変動を大き
く抑制できる。
将来、PVや風力
が大量に導入さ
れ、周波数調整
能力が供給側だ
けでは足りなく
なった場合、お

客さまの機器を利用することが考え
られる。
　また、米国の主要6系統運用機関
（ISO）/地域送電機関（RTO）の調査
に基づき、わが国がアンシラリーサー
ビスにDRを利用する際に重要な点
（需要側資源の信頼度を確認しなが
ら徐々に導入量を増やすこと、需要
側資源の応答性の評価方法を設定
し、信頼度を維持できる資源のみが
参加できるような制度にすることな
ど）を提言している［18］。

（4）スマートメータを利用したお
客さま満足度の高いDR実現に向
けて
　さらに、冒頭で述べたスマート
メータの普及を見据え、スマート

メータから得られるデータを利用した
新サービス提案のための研究も行っ
ている。スマートメータの計測値は、
図1に示したように30分積算・
100W単位とあまり細かいものでは
ないが、それを適切な手法を用いる
ことにより、気温に敏感な冷暖房な
どの需要や、年中変わることのない
固定的な需要などにかなりの精度で
分解できることを確かめている［19］。
また、高圧一括受電マンションを対
象とした実証試験で、各家庭の電気
の使い方に応じて、節電のためのア
ドバイスを自動的に生成するシステ
ムを開発し、その効果や使い勝手な
どを検証している（図5）［20］［21］［22］。
　これらの研究を、例えば、それぞ
れのお客さまの電気の使い方に応じ
て最もお得な料金プランや利用可能
なDRメニューを提案したり、冷暖房
需要が特に多いお客さまには節電方
法や、省エネ性能が高いエアコンへ
の買い替えを勧めたりすることへの
応用が考えられる。2016年4月より、
電力の小売全面自由化が開始となり、
お客さまは自由に小売事業者を選ぶ
ことができるようになる。その際、
料金だけでなく、きめ細かでお客さ
まのニーズに応えるサービスを提供
することがますます重要になると思
われ、本研究はそれにとって最初の

図 3　PV 逆潮流による配電電圧上昇対策を DR で行う場合の
ブレークイーブンコスト

図 4　再生可能エネルギー大量普及時の周波数制御に業務用空調機を用いた場合の効果

（注）東北電力管内、中間季休日、PV が 3GW・風力が 2GW 導入された場合を想定。
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ステップとなるものと考えている。

おわりに
　DRの実証試験で統計的に有意な
結果を得るためには、数百以上のサ
ンプルが必要で、そのための計測や
情報提供装置などに多くの費用がか
かる。一方、当所におけるDR研究は、
これまで示した例のように、限られ
た予算でDRに関わる効果的なイン
プリケーションが得られる研究内容
に特化していることが一つの特徴で
ある。
　再生可能エネルギーの固定価格買
取制度や電力システム改革の影響で、
電気の需給をめぐる状況は大きく変
わることが予想される。スマートメー
タの普及や大容量・高速情報通信技
術の発展も相まって、今回紹介した
ように、今後、電力の供給事業者が、
お客さまに電気の使い方について働
きかけることが増えるのは必定と考
えられる。我々は、デマンドレスポ
ンスを介して、お客さまにとって賢
い電気の使い方が、供給事業者に
とってもコスト低減につながるような
Win-Winの関係になるような方策が
重要であると考えており、今後もそ
れに向けた具体的な提案ができるよ
うな研究を続けていきたい。

図 5　世帯ごとにカスタマイズした省エネアドバイスレポートの例
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